
新エネルギーパート発表

～現状と今後の対策について～
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１．新エネルギーとは

新エネルギーの定義
・石油代替エネルギーを製造、発生、利用すること

・経済性の面での制約から普及が進展していないこと

・石油代替エネルギーの促進に特に寄与すること

　具体例…太陽光発電、風力発電、廃棄物発電、
　　　　　燃料電池等



１．　新エネルギーとは

新エネルギーの種類



２．　新エネルギーの必要性
　　　　　　～新エネのメリット～

クリーンなエネルギー

国産のエネルギー

地域分散型エネルギー

永遠のエネルギー













３．新エネルギーの台頭

ニューサンシャイン計画

グリーン電力基金

余剰電力購入



３．１　ニューサンシャイン計画



３．　　グリーン電力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

東京電力グリーン電力基金参加数14,746件、口数にして 17,923口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成13年10月17日現在）



４．現状

発電分野の新エネルギー

国による導入補助

電力会社による余剰電力

　購入メニューを通じた電力購入

技術革新

地方自治体による上乗せ導入補助

によって、コスト低減＋導入量増加



４．現状

新エネルギーの種類



４．現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　供給サイドの新エネルギー導入実績　



４．現状

発電分野の新エネルギー

国による導入補助

電力会社による余剰電力購入メニュー
を通じた電力購入

技術革新

地方自治体による上乗せ導入補助

によって、導入量増加＋コスト低減



４．現状

　　太陽光発電システムの開発及び導入促進費３割、新エネルギー導
入を行う自治体・事業者への支援３割



４．１　国による導入補助
Ｅｘ．太陽光発電の導入補助

１９９４年

　「住宅用太陽光発電システムモニター事業」

　設備費用の２分の１を補助　

１９９７年

「住宅用太陽光発電導入基盤整備事業」

　設備費用の３分の１を補助

２０００年 一律１２万円を補助



４．２　電力会社による余剰電力
　　購入メニューを通じた電力購入



４．現状

発電分野の新エネルギー

国による導入補助

電力会社による余剰電力購入メニュー
を通じた電力購入

技術革新

によって、導入量増加＋コスト低減



４．３　太陽光発電①
　　　　　　　　　　　　　　　太陽の「光エネルギー」を直接「電気エネ　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ルギー」に変換する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シリコン半導体等に光が当たると電気が　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発生する現象を利用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・2000年度　推定導入量　31.75万kw（世界第１位）
・約８割が住宅用

・システムの設置費用： 1994年200万円/kwから2000年79.5万円
/kwへと低下

　（家庭用は３ｋｗ）

・発電コスト：１kWh当たり60~80円まで下がる（電灯平均販売
単価２３．３円前後）



４．３　太陽光発電②
＜デメリット＞

・エネルギー密度が低い

・エネルギー変換効率
が１０％程度、設備
利用率も１０～１２％
と低い

・曇りの日や夜間は発
電できない

・設備にかかるコストが
高い

＜メリット＞

・枯渇する心配がない

・発電時にＣＯ２を排出
しない

・地上のどこでも発電で
きる（モンゴル）

・設備の大小に関わら
ず効率が一定

・システムが単純で保守
管理が容易



４．４　太陽熱利用①
太陽の熱エネルギーを集熱器により集め、温水を作り、
給湯や風呂に使う

ソーラーシステムでは、温水を室屋内に強制循環させる
ことにより暖房等も可能



４．４　太陽熱利用②
ソーラーシステム：98万kl（2000年度末）

　　太陽熱温水器：688万台（1999年度末）

　　　　→全国の戸建住宅の約１５％

　　しかし、都市ガス、灯油など競合するエネルギー価
格が安定してきているので、太陽熱利用機器の導
入は減少傾向

量産化によるコスト低下を目指す

パッシブソーラーシステム(建物に集熱、蓄熱、放
熱作用を組み込む)など新形態での太陽熱利用促
進も重要



４．５　風力発電①

風が風車を回す力で発電機を回して発電



４．５　風力発電②
＜メリット＞

枯渇する心配がない

発電時にＣＯ２を排
出しない

＜デメリット＞

エネルギー密度が低
い

風向き、風速に季節
的、時間的な変動が
あるほか、気象や地
形の影響を受けやす
く、発電が不安定

騒音・景観を損なう

設備コストが高い



４．５　風力発電③
売電事業用の大規模風力発電施設（ウインドファーム）
において技術革新や設置コストの低減が見られ、一定
の事業採算性まで認められるようになった

　→発電コスト：10～14円/kWh（火力発電単価：7.3円/kWh）

　　　1996年から電力会社に売電する目的の風力発電会社
　も登場

風況の良い北海道、東北地方で導入が進展

　　　　　苫前グリーンヒルウインドパーク（北海道苫前町）2万kw

　　　　　　ウィンビラ発電所（北海道苫前町）3万kw

2000年度末で、14.5万kwの導入実績

　　　　　１位ドイツ656万kw､　2位アメリカ260万kw 



４．５　風力発電④

　　　　　　　　　　　　　　開発余地はあるが、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・発電コストの低減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・立地点の確保・電力系統に
　　　　　　　　　　　　　　　　　与える影響を緩和するため　
　　　　　　　　　　　　　　　　　の出力安定化技術の開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が必要



４．６　廃棄物発電・廃棄物熱利用①

発電：ごみの焼却熱で高温高圧の蒸気を作り、その蒸気でタービンを回す

　　　　　最近では、蒸気タービンとガスタービンを組み合わせた発電効率の高い
　　「スーパーごみ発電」、廃棄物固形燃料化（ＲＤＦ）による発電も導入

熱利用：発電した後の排熱を、周辺地域の冷暖房や温水として有効利用



４．６　廃棄物発電・廃棄物熱利用②

火力発電の１～1.5倍と比較的経済性に優れている

全国約1900箇所のごみ焼却施設のうち、発電している
のはわずか10%

（発電に適さない小規模発電所が多いため）

発電を行うには、まとまった量のごみを必要とするので、
小さな地域が集まって協力し合うことが必要

熱を有効利用できる距離は2ｋｍ程度であるため、廃棄
物処理施設に近接した熱需要の開拓を行っていくこと必
要



４．７　バイオマスエネルギー①
　有機物等で構成されている植物等のバイオマスを固形燃

料、液体燃料、気体燃料に変化させて利用
　　　　ex．農業廃棄物･･･もみ殻、稲わらなど　　林業系資源･･･間伐材など

　　　　　　畜産廃棄物･･･牛豚鶏糞尿など　　　　一般廃棄物･･･生ごみ、廃食用油など

　　　　　　産業廃棄物･･･木屑、建築廃材、パルプ黒液など



４．７　バイオマスエネルギー②
もともと大気中にあった二酸化炭素が光合成に
よって植物の体内に固定化されたエネルギーで
あるため、利用により大気中に二酸化炭素が放
出されたとしても、植物を育成すれば大気中の
二酸化炭素のバランスを保つことができる

2010賦存量は676万klという推計もあり

　　　→今後期待大

しかし、新エネ法で新エネルギーとして規定され
ていない

　　　→補助金などが少ない（バイオマス42．8億円、
　　　ｖｓ太陽光発電関連の補助金327億円）



４．８　未利用エネルギー



５．１　新エネルギー部会報告書

２０１０年度における導入目標の見直し

　

　内容：・新たな新エネルギー導入目標

　　　　 ・導入に向けて各主体に期待される

　　　　役割

　　　　 ・導入に向けた国の施策の在り方



５．２　2010年度の導入目標　



５．３　現行対策

設備導入の際の補助

技術開発の推進

フィールドテストを通じた

　　信頼性向上、標準化の推進

余剰電力購入メニューを通じた市場拡大

グリーン電力制度による支援



５．２　2010年度の導入目標　



６．今後の対策

新たな市場拡大措置

　・・・電力分野において市場拡大措置を行う
　　ことで、新エネルギーの導入促進
現行対策の継続・強化

電力分野における市場拡大措置

グリーン購入・調達の推

　　進

系統影響評価及び安定化対策の検討



６．今後の対策

オプションＡ：特定計画に沿った購入

　　　　　　　　　　（価格差補填）ケース

オプションＢ：購入義務付けケース

　　　　　　　　　　例）ドイツ、イギリス

オプションＣ：クオータ制＋グリーン証書

　　　　　　　　　　ケース　　

　　　　　　　　　　例）デンマーク、オランダ



６．１　グリーン証書取引



６．１　グリーン証書取引

＜メリット＞

発電コスト低下のインセ
ンティブ

発電コスト低下が電力価
格に反映

導入目標と政策措置と
の関連が明確

市場に委ねることで効率
的に導入量が増加

行政関与の最小化

＜デメリット＞

導入枠の決定が困難

自然エネルギー発電業
者の事業リスク増加

電力供給コストの増大

制度を実施するには新
エネが少なすぎる

普及促進のためにはま
だ市場競争力が弱い



６．２　今後の対策（まとめ）

新エネルギーの技術革新は継続

補助金に頼ってきた背景

自由化の流れ

新エネルギーの自立した市場を拡大すべき
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